
倒産・解雇などによる離職や雇い止めなどによる離職をされた方へ 
 

 

 

 

 
◆要件 失業時点で６５歳未満であって、次の離職理由コードに該当される方は失業軽減の対象と

なります。 
 

倒産・解雇など、事業主都合により離職した方（特定受給資格者） 

 離職理由コード：１１，１２，２１，２２，３１，３２ 
 

雇用期間満了などにより離職して失業給付を受ける方（特定理由離職者） 

 離職理由コード：２３，３３，３４ 
 

※離職理由コードは雇用保険受給資格者証に記載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆該当されると 
１ 国民健康保険税を算定するときに、給与所得を本来の額の３０％として計算します。 

２ 高額療養費などの所得区分の判定も、給与所得を本来の額の３０％として算定します。 

※給与所得以外の所得は本来の額で計算します。 

また、同じ世帯におられるほかの加入者の所得も本来の額で計算します。 
 

◆軽減期間 
   離職日の翌日から翌年度末まで（軽減期間中に６５歳になっても軽減を継続します。） 

 

◆軽減を受けるには 
国民健康保険加入手続きとは別に、保険税軽減の届出が必要です。 

届出には雇用保険受給資格者証または雇用保険受給資格通知、国民健康保険被保険者証を 

お持ちください。 

※届出受付後に軽減処理を行うため、届出の時期によっては、まず本来の所得額で計算した納税通知書
が届く場合があります。軽減決定後に改めて納税通知書を送付いたしますので、納期が到来する分は当
初の納付書でお支払いをお願いします。すでに納付した分が減額になる場合には、後日還付いたします。 
 

 

 

 

 

 

 

雇用保険受給資格者証の離職理由をご確認ください！ 

～国民健康保険税が軽減されます～ 

ここのコードを 

ご確認ください 

【届出・高額療養費についてのお問い合わせ先】 
本庁   市民課   国保年金班  ☎（０８６）９５５－１１１３ 

赤坂支所 市民生活課 市民生活班  ☎（０８６）９５７－２２２６ 

熊山支所 市民生活課 市民生活班  ☎（０８６）９９５－１２１４ 

吉井支所 市民生活課 市民生活班  ☎（０８６）９５４－１１８３ 


